
新たなモビリティ・プロジェクトの経緯
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•民間団体を中心に，人口減少対策の一
環として先進的なモビリティへの取り
組みを構想化

•日本版MaaS初年に，AIオンデマンド
+GSMの実証事業

•AIオンデマンドの継続検証

•完全web予約のみ実施

•運営AIエンジン変更

•AIオンデマンドの継続検証

•他地域水平展開検証（実装前提）

•運営AIエンジン変更

•高速バスを用いた貨客混載

•国営備北丘陵公園でのGSM（新型）の
試験運行

•MaaSステーション
(モビリティ・情報ハブ)の試行

•ナイトタイムデマンドの実証

•MaaSステーションの継続試行

-FY2018

FY2019

FY2020

FY2021

FY2022

FY2023

FY2024-



コスト構造の問題
•システム代とコールセンター代の負担が大きい

▼経費の内訳（@某県庁所在地の市，5地区で運行）

24Kanda-Lab, National Institute of Technology, Kure College

5地区で365日稼働する場合，
・システム代：10,355円/日・箇所
・コールセンター：2,896円/日・箇所
・運行管理費用：？？

・小計：13,251円/日・箇所

・運賃200円なら，システム代で
66回の乗車が必要
→10時間営業で約7回の利用に相当
→それ以外に運行費がかかる

1時間に30回の稼働でトントン



沿線の関心？
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▼庄原市（芸備線沿線）の
人口と乗車人員・便数

出典：国勢調査，鉄道要覧，JR/JTB時刻表
出典：令和3年庄原市議会議員 一般選挙 選挙広報

▼庄原市議会議員選挙候補者の
公約(政策分類別)

• 地域交通の比率が低いのは，課題認識がなされていないから？
ソリューションが思いつかないから？



データに基づく議論@広島・庄原
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• 交通・観光・金融関係の方々が集まって，毎月データを元にした
任意の研究会を開催

• 2021.10-現在まで47回開催（毎月欠かさず）
• 民間企業の「営業定例会議」の発想



産官学のフラットな議論から連携が生まれる

• 高速バスを活用した客貨混載
• 店舗の人不足，スーパーの商品
拡充のニーズがマッチ
(2021に実証，その後実装)

• 「MaaSステーション」
• モビリティハブ．交通に関するよろず相談・対応窓口

• タクシー会社とも連携

• 地域キャッシュレス&交通系ICによる移動のセンシング
• 施設訪問ポイントを付与

• 公共交通利用ポイントも？

• 定時定路線でのサブスク

27Kanda-Lab, National Institute of Technology, Kure College

それを繰り返すと，交通から地域づくりのヴィジョンが見え
味方のプレーヤーが増え，「交通」を重視するようになる



会議体の柔軟さを活かした実現例
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ライドシェアを手がける意義
•ドライバー不足の解消の一歩＋認知・協力者の拡大
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▼バス

• 2025夜間ライドシェアドライバー20名募集し打ち止め
• 一般市民（チラシ）：３名 市役所職員：５名（副市長以下）
• 自治会関係：２名
• 市議会議員：６名
• 商工会議所関係：３名

R/S ドライバー募集

ドライバー不足

▼タクシー ▼ライドシェア

ドライバー不足 ドライバー募集（新事業）

タクシー
ドライバーに

バスドライバーに



ナイトタイムデマンド・「よるくる」
• 安全管理・運行管理

• ドライバー講習

• 「指定自動車学校での認定講習」＋「バス事業者独自基準の運転手講習」
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▼広島県内の大臣認定講習実施機関

• 安全第一の観点から，指定自動車学校での講習を受講

• 受講料は高いが，教習所コースの走行等を通じ，普段の運

転に対する気づきが多い

▼バス事業者独自の運転手講習

• 座学＋実践

• 危機管理を含めた安全対応



モビリティプロジェクトの成長プロセスの仮説
（通称：神田メソッド（SIP@内閣府））
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BRL
モビリティシステム

の成熟度
( 持続可能性 )

コミュニティと人材の成熟度

Phase1

立ち上げ期

Phase2

組成期

Phase3

膨張・拡大期

Phase4

収斂・本質化

Phase5

自律化・持続化

コミュニティ育成手法
（神田メソッド）

• 新技術の導入
を試行

• 地域ニーズと
シーズの結び
つきは弱い

• 実証を経て変
革・改善の手
応えを得る

• 実証が呼び水
となって参画
者が増える

• 既存メンバー間の信
頼が深まる

• 地域外からも関心の
あるメンバーが参画

• 外部メンバーのリ
ソースも活用して規
模拡大

• 中核となるメンバーがモ
ビリティによる課題解決
の本質に気づき、ビジョ
ンを再定義して共有

• 方向性が合わないメン
バーの撤退も発生

• 地域主導でニーズとシー
ズをマッチング

• 自律的かつ持続的な課題
解決の動きへ

• 地域の課題解決（ニーズ）を解決に導く新たなモビリティ技術（シーズ）の社会実装に向けては，コミュニティ

の成長プロセスに応じたマネジメントやディレクションが必要となる．

• このプロセスを，これまでのモビリティプロジェクトでの実践や現在進行中のモビリティプロジェクト（プレー

ヤーとして携わる）をレビューし，SIPプロジェクトで成長仮説を構築

➔ステークホルダーの多さから，時期，アプローチが不透明になる時期（キャズム）があり，ここを乗り越えられ

ずに終了するプロジェクトが相当数ある．

➔その上で，社会実装に向けて「道標」が重要であり，本成長プロセスは社会実装までの道標を示すもの．

キ
ャ
ズ
ム(

こ
こ
で
粘
れ
る
か
？)

方法論：既
往PJの集大
成

コミュニティ
の

成長の上で
直面し，

超えなければ
ならない障壁

多くの実証実
験はフェーズ
２ー３で終わ
る？

キャズムの超え方、
その後のマネジメン
トの実践的知見が不

足
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サブスク運賃は人を動かす，街を賑わせる
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広島エリアに導入されたサブスク運賃

・サービス開始：2022年11月1日～

・対象エリア ：広島市内220円均一エリア

・運行事業者 ：7社8事業（路線バス，路面電車）



運賃無料ウイーク@福山
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運賃無料ウイーク@福山
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• 利用増の効果大，それ以上に，市民の意識変容や中心市街地への集客に
公共交通が非常に重要な役割を示した効果が大

• 大きかったのは，公共交通のポテンシャルがあることを事業者含めて認
識したこと，外出促進＋消費拡大の手応えを得たこと



運賃100円 2 weeks@福山 2025
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運賃100円 2 weeks@福山 2025
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• バスの乗車促進施策の継続的な展開により，
バス利用者それぞれの利用回数が増える傾向？



運賃100円 2 weeks@福山 2025
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• 月〜木の増加：日中時間帯に閑散時間帯の外出を好む高齢者の
利用が増えた可能性

• 一連の取り組みで，交通事業者も手応えを得て，さらに市民や商業関係
者も公共交通のポテンシャルに気づく
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終わりに

• 地域公共交通に対し，単に費用をかけて維持から，
それぞれの地域の武器としてどう活かすかという，
分野横断の発想が求められる
（都市計画面，人の動きを活発化，選んでもらえる地域）

• その際に，関係の機関を幅広く巻き込んでいく必要
があるが，これまでの”官民の協議”ではなく，

共に動いて一緒に考えるプラットフォームへの変革
が必要

• 「やるので協力」を，から，「地域に必要なのでやりたい」
という能動的な共同体づくり

• 住んでいる人にとって何が良いのかをそれぞれの立場から本
質的に議論できる状態を焦らずに築き上げる必要

• そもそもの価値観が異なるという前提でスタート
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